
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人長崎大学（法人番号3310005001777）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成28年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国
立大学法人、国家公務員、類似事業を行っている独立行政法人の他、国・地方公共団体
が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人2,373人）や教育・研究事業で比
較的同等と認められる、他国立大学法人を参考とした。なお、本学においては、学長の報
酬月額を法人化以前より抑制しており、また本学独自の措置として役員の本給月額等を
1.5％減額している。

(1)他国立大学法人･･･同じ規模の国立大学法人として千葉大学、新潟大学、金沢
大学、岡山大学、熊本大学をそれぞれ参考としている。（常勤職員数2,000～
2,900人程度）公表資料によれば、平成28年度の各大学の長の年間報酬額は
18,399～20,714千円。

(2)事務次官年間報酬･･･22,977千円

業績給については、具体的な率を定める形ではなく、本学が定める役員給与規程にお

いて、本給月額の額は経営協議会の議を経て、また、期末特別手当の額は役員ごとの業

績に応じて経営協議会の議を経て、これを変更できることとしている。
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法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成28年度における改定内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額
については長崎大学役員給与規程に則り、本給月額1,055,000円に諸手当
（地域手当、通勤手当等）を加算して算出している。期末特別手当について
も長崎大学役員給与規程に則り、本給月額+地域手当+（本給月額+地域手
当）×100分の20+本給月額×100分の25の額（期末手当特別基礎額）に、
期別支給割合（6月期は100分の150、12月期は100分の175）及びその者の
在職期間に応じた割合を乗じた額としている。

なお、本学独自の 措置として平成22年4月から役員の本給、地域手当及
び期末特別手当について1.5％の減額措置を引き続き実施している。

また、平成28年度においては国家公務員の給与の改定に準拠し次のよう
な改定を行った。
○12月期の期別支給割合を100分の165から100分の175に引き上げた。

法人の長に準ずる。
本給月額は706,000円もしくは761,000円

（理事のうち平成27年4月1日前より引き続いている者の本給月額は平成

２７年4月1日の前日までに受けていた本給月額：720,000円もしくは776,000

円）

該当者なし。

法人の長に準ずる。
本給月額は706,000円

（監事は平成27年4月1日前より引き続いているため、本給月額は平成

２７年4月1日の前日までに受けていた本給月額：720,000円）

法人の長に準ずる。

本給月額は292,000円 （非常勤役員手当として支給）
期末特別手当は支給しない。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成28年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,862 12,464 5,018 379 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,247 9,168 3,691
279
108

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,138 9,168 3,691 279 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,162 9,168 3,691
279
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,922 8,486 3,853
1,598

984
（地域手当）

（単身赴任手当）
H28.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

6,439 4,585 1,703
139
１２

（地域手当）
（通勤手当）

H28.9.30

千円 千円 千円 千円

13,138 9,168 3,691 279 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

6,581 4,495 1,949 136 （地域手当） H28.10.1

千円 千円 千円 千円

12,244 8,506 3,425
259
53

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

3,504 3,504 H28.4.1

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳については千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計金額は必ずしも一致しない。
注４：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する常勤役員に支給しているものである。
注５：「広域異動手当」とは、人事交流により本学の常勤役員となった場合において、事業所間の距離
　　　及び住居と事業所との距離が60ｋｍ以上のとき、異動の日から３年間（5％～10％）支給される手当
　　　である。

F理事

法人の長

A理事

C理事

前職
就任・退任の状況

役名

G理事

D理事

A監事

B監事
（非常勤）

その他（内容）

B理事

E理事
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

長崎大学は、長崎に根づく伝統的文化を継承しつつ、豊かな心を育み、
地球の平和を支える科学を創造することによって、社会の調和的発展に貢
献することを理念としており、学長のリーダーシップの下に、9学部、7研究科、
2研究所及び大学病院を着実に発展させている。平成28年度においては、
福島県立医科大学と共同で、国内外の災害時においてリーダーシップを発
揮できる国際的人材を育成する、災害・被ばく医療科学共同専攻を設置し
た。また、ケニアにおいて開催された「第6回アフリカ開発会議（TICAD VI）」
や関連イベントに学長が出席し、ケニアをはじめアフリカにおける本学の教
育研究活動のプレゼンスを高めた。また、水産・環境分野と工学分野の海
洋先端研究領域を融合させた海洋未来イノベーション機構を設置したほか、
「高度安全実験（BSL-4）施設」設置に向けて取組を進めている。そうした取
組を行う中で、本学の学長は、職員数約2,600人の法人の代表として、大学
における業務を統括し、経営責任者と教学責任者としての職務を同時に
担っている。

本学では、法人化前の国家公務員指定職俸給表を踏まえて学長の報酬
月額を定めている。学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化以前と同
等以上であるが、報酬月額については法人化以前より抑制している。また、
学長の報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,276万
円と比較して、その水準以下にある。事務次官の平成28年度の年間給与
額2,297万円と比べてもそれ以下となっている。

以上、上記学長の職務内容・職責及び民間企業、法人化以前の報酬水
準との比較を踏まえると、学長の報酬水準は妥当であると考えられる。

理事の報酬水準の検討にあたっては、法人規模が同等程度の他国立大

学法人（千葉大学、新潟大学、金沢大学、 岡山大学、熊本大学）を参考に、

国家公務員指定職俸給表を鑑み、水準を決定している。

該当者なし。

監事の報酬水準の検討にあたっては、理事と同様に法人規模が同等程度
の他国立大学法人を参考に、外部からの視点で大学の業務のすべてを監
査し、業務改善への意見を行うという職務の重要性から、理事と同様の水準
を決定している。

監事の報酬水準の検討にあたっては、理事と同様に法人規模が同等程
度の他国立大学法人を参考に、外部からの視点で大学の業務のすべてを
監査し、業務改善への意見を行うという職務の重要性から、理事と同様の水
準を決定している。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であ
ると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成28年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

2,482
(36,423)

2
(30)

6
(6)

H28.9.30 1.0

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注：理事については、役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載すると

　ともに、括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の
　括弧の期間）をもって当該役員の在職期間として算出した。

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

理事A

監事
（非常勤）

監事

法人の長

法人での在職期間

法人の長

理事A

業績給については、具体的な率を定める形ではなく、本学が定める役員給与規程
において、本給月額の額は経営協議会の議を経て、また、期末特別手当の額は役員
ごとの業績に応じて経営協議会の議を経て、これを変更できることとしている。

当該理事は教学担当として全学の教務事項の課題に積極的に取り組み、平成24年度

から導入したモジュール方式の教育（全学モジュール）について、平成27年度より科

目数やモジュールの構成、学習方法などについて大幅な変更を行い学士教育の充実に

尽力した。また、障がいのある学生に対する全学的支援の強化を推進、卒業生の地域

定着率10%増を実現し供給した人材により地域産業の活性化に貢献することを目的と

する事業推進の司令塔となる地方創生推進本部の設置、学部横断型特別教育プログラ

ム「長崎グローバル＋コース」を開設するなど、大学の教育の質の向上、グローバル

人材育成に貢献した。

当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人

評価委員会が行う法人業績評価の結果を総合的に勘案した上で、1.0と決定した。
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成28年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

国から運営費交付金が措置されていることから、国家公務員の給与水準を十分考慮し、社会
一般の情勢に適合した適性な給与水準とすることとしている。

給与水準を検討するにあたっては、他の国立大学法人、国家公務員を参考にした。

他国立大学法人は本学と同程度の法人規模の大学（2,000～2,900人）であり、教育・研究の

事業内容も類似する大学を参考としている。
国家公務員・・・平成28年国家公務員給与実態調査において行政職俸給表（一）適用職員の

平均給与月額は410,984円となっており、全職員の給与月額は417,394円となっている。

なお、本学の主な職種における対国家公務員指数は次のとおりである。

事務・技術職員：８３．６、医療職員（病院看護師）９６．８、教育職員（大学教員）８９．１

長崎大学職員給与規程に則り、本給、教員特殊業務給及び諸手当（管理職手当、初任給
調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特
殊勤務手当、超過勤務手当、教員特殊業務割増手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管
理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手当及び義務教育等教員特別手
当）としている。

期末手当については、本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当及び広域
異動手当の月額の合計（長崎大学職員給与規程第25条第2項第1号及び第2号の表に定め
る職員にあってはそれぞれの表の区分に対応する加算率を乗じて得た額をそれぞれ加算し
た額）を基礎として、6月に支給する場合においては100分の122.5（特定幹部職員は100分の
102.5）、12月に支給する場合においては100分の137.5（特定幹部職員は100分の117.5）を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
た額としている。

勤勉手当については勤勉手当基礎額（本給の月額並びにこれに対する地域手当及び広域
異動手当の月額の合計額）に長崎大学期末手当、勤勉手当及び期末特別手当支給細則に
基づいた勤勉手当の成績率等の決定基準により定める割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月
以内の期間におけるその者在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、平成28年度においては国家公務員の給与の改定を参考として、本学も同様に次のよ

うな改定を行った。

○平成29年1月1日に本給月額を見直し、平均0.2%増額した。
○単身赴任手当の基礎額を26,000円から30,000円に引き上げた。

○期末・勤勉手当の支給月数を0.1月引き上げた。また、本給等の1.5％の減額措置が行わ

れている55歳を超える特定職員については、勤勉手当の支給総額の限度額を1.5％減額した。

特別支援学校に主幹教諭を設置することに伴う俸給表等の改正（教育職本給表（二）に主
幹教諭に適用する特２級を追加）を行った。

職員の勤務成績に応じて、賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか、昇給
の区分（号俸数）を決定する。また、昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月1日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し、基準日以

前6箇月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号

俸）までの５段階で昇給をさせることができる。

昇格については勤務成績が良好で、かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級

に決定することができる。勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

2366 42.1 6,223 4,579 48 1,644
人 歳 千円 千円 千円 千円

473 41.5 5,303 3,921 67 1,382
人 歳 千円 千円 千円 千円

926 48.2 8,028 5,861 39 2,167
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

652 35.5 4,710 3,493 44 1,217
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 58.1 5,509 4,043 77 1,466
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 45.1 7,399 5,449 0 1,950
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 47.8 6,090 4,497 0 1,593
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 46.4 7,808 5,790 152 2,018
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 41.2 6,745 5,023 66 1,722
人 歳 千円 千円 千円 千円

212 35.7 4,761 3,561 48 1,200
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 千円 千円 千円 千円

7 50.2 10,638 10,862 29 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 50.2 10,638 10,862 29 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 51.6 10,329 8,898 0 1,431

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 62.4 3,528 2,973 50 555
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.0 3,551 2,997 100 554
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 63.3 3,583 3,020 0 563
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

海技職種

医療職種
（病院医療技術職員）

再任用職員

事務・技術

その他

常勤職員（年俸制）

人員

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（大学教員）

在外職員

区分

技能・労務職種

海事職種

うち賞与

事務・技術

平成28年度の年間給与額（平均）

常勤職員

医療職種
（病院医師）

平均年齢

その他

海事職種

海技職種

教育職種
（附属高校教員）

総額

教育職種
（大学教員）

うち所定内

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

91 43.2 3,334 2,565 65 769
人 歳 千円 千円 千円 千円

59 44.2 3,232 2,386 72 846
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 33.6 3,311 3,311 41 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 44.7 3,482 2,575 62 907
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 50.1 3,733 2,731 61 1,002

注１：　【常勤職員】【常勤職員（年俸制）】には、【在外職員】及び【再任用職員】を含まない。
注２：　「教育職種（大学教員）」には、診療行為を行う教育職員を含む。
注３：　「技能・労務職種」とは、実験助手、調理師、守衛等の業務を行う職種をいう。
注４：　「海事職種」とは、船舶の船長、機関長、一等航海士等の業務を行う職種をいう。
注５：　「海技職種」とは、船舶の甲板長、操機長、司厨長等の業務を行う職種をいう。
注６：　「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員をいう。
注７：　「教育職種（附属義務教育学校教員）」とは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校の教員をいう。　
注８：　【常勤職員】の「その他」とは、病院以外に勤務する保健師をいう。
注９：　【常勤職員】の「その他」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定される

　　　おそれのあることから、人数以外は記載していない。
注10：　【再任用職員】の「その他」とは、病院以外に勤務する保健師をいう。
注11：　【再任用職員】の医療職種（病院看護師）」、「技能・労務職種」、海事職種、「医療職種（病院医療
　　　　技術職員）」及び「その他」については、該当者が１人もしくは２人のため、当該個人に関する情報が
　　　　特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
注12：　【非常勤職員】の「教育職（大学教員）」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が

　　　特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

【任期付職員（年俸制適用者）】
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 41.4 6,223 6,223 28 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 43.9 7,371 7,371 38 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 37.8 4,565 4,565 15 0

注1：任期職員（年俸制適用者）の「その他」とは、戦略職員をいう。

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

その他

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

任期付職員（年俸制）

事務・技術

教育職種
（大学教員）
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②

注1：　①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：　｢四分位｣とは、ばらつきの度合を示す指標である。
　　　　｢第1四分位｣とは、年齢別の年間給与額を小さい順に並べたときの小さい方から25%目の額、｢第3四分位｣とは、

　　　　小さい方から75%目の額とする。
注3：　年齢20～23歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　　年間給与に関する折れ線については表示していない。

注4：　年齢20～23歳の該当者はいないため、年間給与に関する折れ線は表示していない。
注5：　年齢24～27歳の該当者は１人のため、年間給与に関する折れ線は表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護
師）)〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 7 57.4 9,046

課長 28 54.7 7,831

課長補佐 41 52.7 6,719

係長 135 46.5 5,906

主任 88 40.1 4,967

係員 174 33.0 3,932

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 275 56.0 9,969

准教授 259 47.1 7,897

講師 87 47.4 7,553

助教 302 42.4 6,415

助手 1

教務職員 2
注1：助手は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額は

　　　表示していない。

注2：教務職員は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額

　　　は表示していない。

（最高～最低）

8,577～6,494

7,439～4,614

千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

分布状況を示すグループ 人員

12,705～8,126

9,638～6,061

5,891～2,675

7,243～6,278

7,046～4,439

6,462～3,640

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

11,358～7,789

9,614～6,668

平均年齢
年間給与額
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年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人
千円
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（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　
看護部長 1

副看護部長 5 50.3 7,125

看護師長 32 52.8 6,735

副看護師長 75 47.1 5,789

看護師 539 32.7 4,359
注1：看護部長は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額は

　　　表示していない。

④

○事務・技術職員

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

59.4 58.7 59.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.6 41.3 41.0

％ ％ ％

         最高～最低 52.8～36.6　50.8～37.4 50.2～37.4
％ ％ ％

60.4 60.5 60.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.6 39.5 39.6

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～35.4 46.4～34.8 45.9～35.5

○教育職員（大学教員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.6 57.1 56.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.4 42.9 43.1

％ ％ ％

         最高～最低 52.3～37.3 51.3～37.2 50.1～37.4
％ ％ ％

60.6 60.7 60.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.4 39.3 39.3

％ ％ ％

         最高～最低 52.8～35.3 47.7～34.8 50.2～35.5

○医療職員（病院看護師）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.8 53.8 53.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.2 46.2 46.7

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～46.3 46.4～45.3 46.9～45.8
％ ％ ％

60.2 60.2 60.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.8 39.8 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～35.6 46.4～35.7 46.9～35.7

賞与（平成28年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療
職員（病院看護師））

6,804～4,500

5,954～3,270

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

千円

7,624～6,606

7,732～5,442

区分
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　 ８３．６
・年齢・地域勘案 ９０．９
・年齢・学歴勘案 ８３．５
・年齢・地域・学歴勘案 ９０．８
（参考）対他法人　 ９５．０

（法人の検証結果）

（文部科学大臣の検証結果）

○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　 ９６．８
・年齢・地域勘案 ９７．１
・年齢・学歴勘案 ９６．６
・年齢・地域・学歴勘案 ９７．３
（参考）対他法人 ９６．０

（法人の検証結果）

（文部科学大臣の検証結果）

○教育職員(大学教員)と国家公務員との給与水準の比較指標　８９．１

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職(一)と行政職(一)の年収比率を基礎に、平成28年度の

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合　34.6％】
（国からの財政支出額　19,031百万円、支出予算の総額　54,882百万円：平成28
年度予算）

【累積欠損額　なし】

【検証結果】
本学における平成28年度の国からの財政支出額は190億円となり、ガイドラインに
よる国の財政支出規模の大きい法人（支出額100億円以上）に該当することとなる
が、累積欠損がないこと、本学の規模（9学部、7研究科、2研究所及び大学病
院）、対国家公務員指数、他国立大学法人指数等を勘案した結果、給与水準は
適切と思われる。

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水
準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきた
い。

内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合　34.6％】
（国からの財政支出額　19,031百万円、支出予算の総額　54,882百万円：平成28
年度予算）

【累積欠損額　なし】

【検証結果】
本学における平成28年度の国からの財政支出額は190億円となり、ガイドラインに
よる国の財政支出規模の大きい法人（支出額100億円以上）に該当することとなる
が、累積欠損がないこと、本学の規模（9学部、7研究科、2研究所及び大学病
院）、対国家公務員指数、他国立大学法人指数等を勘案した結果、給与水準は
適切と思われる。

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水
準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきた
い。

国家公務員の給与水準を考慮し、社会一般の情勢に適合した適正な給与水準の
維持に努める。

国家公務員の給与水準を考慮し、社会一般の情勢に適合した適正な給与水準の
維持に努める。

講ずる措置

講ずる措置

項目
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教育職員（大学教員）と国行政職（一）の年収比率を比較して算出した数字である。

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【事務・技術職員】

○ ２２歳（大卒初任給、独身）※

月額 １７８，２００円 年間給与 ２，８９３，９６８円

○ ３５歳（係長・主査、配偶者・子１人）

月額 ３１０，８５４円 年間給与 ５，０７６，９７０円

○ ４５歳（班長、配偶者・子２人）

月額 ３９５，９３２円 年間給与 ６，５４２，５３４円

【教育職員（大学教員）】

○ ２７歳（博士課程修了、独身）※
月額 ２８７，２００円 年間給与 ４，６６４，１２８円

○ ３５歳（講師、配偶者・子１人）
月額 ３９１，７０９円 年間給与 ６，４８５，９７９円

○ ４５歳（准教授、配偶者・子２人）
月額 ４７９，１５６円 年間給与 ７，９２９，３７８円

※事務・技術職員の２２歳及び教育職員の２７歳の月額及び年間給与には地域手当・扶養
手当は入っていない。

職員の勤務成績に応じて、賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか、昇給の
区分（号俸数）を決定する。また、昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月1日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し、基準日以

前6箇月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号俸）

までの５段階で昇給をさせることができる。
昇格については勤務成績が良好で、かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級に

決定することができる。勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注2：｢退職手当支給額｣欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

注3：｢非常勤役職員等給与｣においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用されている職員に係る費用

　　　及び人材派遣契約に係る費用等を含み、法定福利厚生費を除いているため、財務諸表附属明細書の「17役員

　　　及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

非常勤役職員等給与
9,526,310

福利厚生費
3,313,955

退職手当支給額
1,295,732

最広義人件費
28,417,876

区　　分

給与、報酬等支給総額
14,281,879

総人件費の増減要因

①給与、俸給等支給総額
国家公務員の給与の改定を参考として、本給月額を平均0.2%増額及び勤勉手当支給月数を0.1月

引き上げたことにより給与支給額が増となったが、主に以下の要因により平成2７年度に比べ1.9%減
（△282,811千円）となった。

・常勤職員数が減ったことによる減。

・超過勤務手当及び特殊勤務手当が減ったことによる減。

②退職手当支給額
平成28年度中に理事の退職があったこと及び定年等退職者の増により、平成27年度に比べ15.5％

（173,986千円）増となった。

③非常勤役職員等給与
運営費交付金によらない職員（有期雇用職員等）の増及び国家公務員の給与の改定に準じて本給

月額を平均0.2％増額、勤勉手当支給月数を0.1月引き上げたことによる給与の増により、平成27年度
に比べ4.2％増（387,123千円）となった。

④福利厚生費

常勤職員の減より有期雇用職員等の増が多いことによる純増及び共済組合の長期保険料率の保険

料があがったことによる福利厚生費の増により、平成27年度に比べ4.6％増（146,930千円）となった。

⑤最広義人件費
上記①～④の理由により、平成27年度に比べ増1.5%増（425,228千円）となった。

特になし。
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